







模 の利益」を追求する気運が著 しく高まっている。 また,研 究開発投資の大型化 ・長期化 によ
ってより一層の販売規模の拡大が求め られている。 こうした ことを背景 に,世 界的な規模で企
業 の合併 ・買収(M&A)が 高水準で推移 し,1998年 における世界のM&A総 額は過去最高の約
2兆5,000億 ドルを記録 した。99年 には1月 一9月 までに既に2兆2,000億 ドルに達 しており,
ω
前年同期比35%増 であ り,通 年で も98年 の実績 を超えることが確実視されている。
我が国においても,1990年 代 に入 って経済の停滞が続 くなかでも,多 くの産業部門および金
融部門で大規模 なM&Aが 展開されている。90年代に100億 円を超える合併の件数は,「ME革 命」
を支えにして高成長 を遂げた1980年 代の3倍 を記録 している。買収先資産を担保にした借入金に
よる買収=LBOの 活用 によって自己資金によらずに買収資金 を調達できること,さ らには1999
年10月1日 施行 の改正商法で認 められた株式交換制度を活用することにより買収コス トを大幅
に圧縮することが可能 になったことから,我が国で もより一層大規模なM&Aの 増加が予想 され
ている。
企業合併 とはいうまでもなく,二 つ以上の独立企業が法律的 ・経済的独立性 を失って一つの
企業に合同する現象である。それは資本の集積 とは区別 される 「資本の集中」現象である。 し
たがって,そ れは社会的総資本 を拡大するものではな く,単 に現存する資本の配分をかえるに
過 ぎない。 しかしながら,企 業 は合併によって 「資本蓄積の絶対的限界」から解放され,一 挙
に企業規模を拡大して競争力を強化することができ,同 時に不要 ・不良工場の整理,人 員整理,
配置転換 ・出向,下 請中小企業の切 り捨て等々敢行することが可能 となる。企業合併は資本主
義が高度に発達 した段階において必然的にみられる高度な資本集中形態であ り,市 場の統合が
国際的 に進行 した今日,日 本や欧米で集中的に企業合同がみられるのも決 して偶然ではない。
(1)「 日本 経 済新 聞 」1999年10月11日 付 け。
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ところで,現 在,企 業合併の会計処理方法 として,と くに英語圏諸国において採用 されてい
る方式は買収方式(purchasemethod)と 持分プーリング方式(poolingofinterestsmethod)
である。前者は合併 を,合 併会社が被合併会社を取得する(acquire)こ とと捉え,取 得 した資
産 と負債 を公正価額で評価 して,正 味財産の現在価値を確定する。合併に際して交付 した株式
の時価総額 と合併交付金 との合計額(=合 併対価額)が 被合併会社の正味財産額を超過する部
分 は暖簾(goodwill)と して認識 される。
これに対 して,持 分プー リング方式 とは,合 併 を持分の結合 とみな し,合 併当事会社の資産
と負債 は原則 として帳簿価額で合併会社に引き継がれ,合 併当事会社の利益剰余金 は合併会社
が承継する。
※ ②
英米などの主要な英語圏諸国における企業結合 の会計処理方式 を概観すると,(a)ア メ リカ合
衆国に代表されるように,持 分プー リングの基準 として一定の条件 を示 し,そ の条件 を満たす
企業合併 に対 しては持分プー リング方式の適用を強制 し,そ うでない場合 には買収方式の選択
適用を認める,(b)カ ナダ,イ ギリスのように,取 得会社が識別できない極めて稀な場合に限り,
持分 プー リング方式を強制する,(c)オ ース トラリアのように,処 理方式を買収方式のみに限定
し,プ ー リング方式の選択適用を一切認めない,と いうように相互 に異なっている。なお,現
行の国際会計基準(InternationalAccountingStandards:IAS)は基本的にイギリスやカナダ
と同様の立場 に立脚 している。
※ 今 日,「企業結合」はある企業が他の企業と合体 した り,あ るいは他の企業の純資産およ
び事業に対する支配権 を取得 して,独 立する複数の企業が一つの経済実体になることをい
う。したがって,企 業結合会計 という場合には連結会計をも含むことになる。ただ し,本
稿での論議の対象はあ くまでも企業合併 を巡 る会計処理に限定される。
しかしながら,国 際的な市場統合が急速 に進行 しているなかで,企 業結合ないし企業合併に
係 る会計処理基準の調和化 も進んでいる。アメリカ合衆国は1996年8月 に 「企業結合プロジェ
ク ト」を再び議題 として取 り上げ,1999年9月 に公開草案 「事業の結合および無形資産」 を発
表 している。.同公開草案 はAPB意 見書(AccountingPrinciplesBoardOpinions)第16号「企
業結合」の改訂,同17号 「無形資産」の廃止を企 図し,事 業の結合については,こ れをすべて
「取得」とみな して買収方式によって処理すべきであるとの方針 を明確にしている。また,オ ー
ス トラ リア,カ ナダ,イ ギリス,ア メリカ合衆国の4ヵ 国の会計基準設定機関と国際会計基準
委員会(InternationalAccountingStandardsCommittee:IASC)一オブザーバ ー として1
参加 一 に よって構成 され る 「G4+1]は1998年 に勧 告書 「企業 結合 の会 計諸 方法の収敏 を達成
す る た め の 勧 告」(RecommendationsforAchievingConvergenceontheMethodsof




収敏させ ようとしている。国際的には現在,持 分プー リング方式の選択適用 を極力抑え,買 収
方式の採択 に向けて調和化 ・統一化が進行 しているとみることができる。
さて,我 が国の会計基準は企業合併に係 る会計処理を具体的に規定 していない。「企業会計の
実務の中に慣習 として発達 した もののなかから,一 般に公正妥当と認 められた ところを要約し
たもので……すべての企業がその会計処理するに当って従わなければならない基準」である「企
業会計原則」(制 定昭和24年,最 終改正昭和57年)は,貸 借対照表原則四(三)Bに おいて合併
差益を資本準備金 として分類 ・表示すべきことを定めているに過ぎない。さらに,「企業会計原
則注解」〔注19〕で,剰 余金が資本剰余金 と利益剰余金 とに分かれ,そ の うち資本剰余金が株式
払込剰余金,減 資差益,合 併差益等か らなると規定したのち,合 併差益のうち消滅会社の利益
剰余金に相当する金額については資本剰余金 としないことができるとしている。 また,合 併に
よって取得 した営業権については貸借対照表に計上するとともに,毎 期均等額以上 を償却すべ
きことを要請 している(「企業会計原則注解」〔25〕)。
このように,「企業会計原則」および 「企業会計原則注解」は消滅会社から承継 した純資産額
が消滅会社の株主に交付 した額(合 併交付金+消 滅会社の株主に交付 した株式の総額)を 超え
る部分,す なわち合併差益の性格 を規定 しているだけである。 もちろん,合 併差益 を全額資本
準備金 として処理する方式が現物出資説,合 併差益のうち消滅会社の利益剰余金相当額を資本
準備金 としないことができる方式が人格合一説 であることはいうまでもない。 こうした考 え方
は基本的に商法が定める規定 と異なるところはない。
現行商法は,原 則 として現物出資説の立場 に立脚 して,合 併差益を全額資本準備金 として積
み立てるように規定 している(商 法第288条 ノ2①5号)。 同時に,消 滅会社の 「利益準備金其ノ
他会社二留保 シタル利益 ノ額二相当スル金額」については資本準備金 としない ことができる(商
法第288条 ノ2③)。ただ し,こ の場合には消滅会社の利益準備金 に相当する金額は存続会社の利
益準備金 とすることを定めている。
商法第288条 ノ2③ の例外規定は実務上の便宜を考慮した ものであって,人 格合一説に根拠を
与 えた ものではないというのが一般的解釈である。すなわち,合 併差益 をすべて資本準備金 と
して積み立てると,消 滅会社がそれまで積 み立てた利益準備金や特定 目的積立金(た とえば減
債積立金)を 合併後改めて設定する必要に迫られるか らである。 しかも,そ の分だけ配当可能
利益が圧迫 を受けころになりかねないからである。消滅会社の利益準備金を存続会社の資本準




(3)た と えば,田 中 誠二 ・山村 中 忠平 『コ ンメ ンター ル 会社 法(五 金 訂)』 勤 草 書 房,1996年,1148ペ ー ジを
参 照 。
204『 明大商学論叢』第82巻第2号(204)
現行の商法はかように直接的には合併 に際 して発生する剰余金の処理,あ るいは合併によっ
つて取得 した暖簾 を貸借対照表の資産の部に計上 し,こ れを5年 以内に毎決算期 に均等額以上
の償却 を行な うべしとの規定 を設けているだけである。合併 を現物出資説 と人格合一説のいず
れで処理すべきか,現 物出資説 に基づいて処理すべき合併はどのような ものか,あ るいは人格
合一説 によって処理すべき合併 とは何か,消 滅会社 または被合併会社か ら引 き継 いだ資産およ
び負債 をどのように評価すべきかなど,基 本的な事項には言及 していない。 この点では 「企業
会計原則」 と全 く同様である。我が国の企業合併の会計処理 は商法計算規定 を考慮 しながらも,
(4)
法人税法の諸規定 を第一義に配慮 して行なわれる場合が多いのはこうした理由による。
いずれにせよ,我 が国の企業会計制度の もとでは企業合併の会計処理 について,合 併当事会
社 に認め られる裁量の範囲が著 しく大 きい ことになる。その結果,類 似の合併事象であって も,
現物出資説あるいは人格合一説のいずれを選択適用するかによって,合 併後の存続会社の財政
状態や経営成績が大 きく異なる。つ まり,合 併当事会社によって選択 された会計方針が存続会
社 の信用状態や収益性 を左右 し,し かも富の分配に対 しても影響を与 える可能性が存するので
ある。
本稿 は企業合併の会計規制が十分に整備されていない我が国に比べ,幾 つかの課題を依然 と
して抱 えているとはいえ,国 際的にもっとも整備 されてきたアメリカ合衆国における初期の合
併会計規制 を概観することを課題 としている。アメ リカ合衆国は既に19世 紀末から20世 紀初頭
に水平的合併 を中心とした第一次企業合同運動を,続 いて1920年 代に垂直的合併,戦 後の1960
年代にコングロマリット合併 をそれぞれ中心に第二次,第 三次の企業合同運動 を経験 し,そ の
過程で合併会計を規制するための諸基準の制定に努 めて きた。 もっ とも,同 国においてさえ長
い間,類 似の企業合同に対 して一 買収方式か持分 プー リング方式か 一 異なる処理方式が選
択適用され,合 併当事会社に大 きな裁量が与 えられていた。アメリカ合衆国が合併会計基準を
制定 したのは1950年 代 に入ってか らのことである。それはまず会計手続委員会(Committeeon
AccountingProcedure)に よって策定 された一 連の会 計研究公報(AccountingResearch
Bulletin:ARB),す なわち同第40号 「企業結合」(1950年),同 第43号 第7章C(1953年),同 第
48号(1957年)で ある。 さらに,会 計手続委員会の改組後に設置された会計原則審議会(APB)
によって制定されたAPB意 見書第16号 「企業結合」(1970年)が これに続 く。会計原則審議会(APB)
の跡 を継いだ財務会計基準審議会(FASB)が1976年 に討議資料 「企業結合 と買入無形資産に関
する会計」を公表した ものの結局基準書の策定に至 らず,し か も1981年 第1四 半期 に議題か ら
はずした こともあって,APB意 見書第16号 は四半世紀以上にわたってアメリカ合衆国における
企業合併の会計処理を規制 してきたのである。
(4)米 国財務会計基準(合 併・分割)研 究委員会報告 『合併会計をめぐる米国財務会計基準の動向』企業財務
制度研究会,1996年,11ペ ージ。
(205)米 国における初期の合併会計基準をめぐって205
本稿はまず一連の会計研究公報で規定された合併会計基準 を整理 し,そ こでは何が課題とし
て残されたのか検討す る。次いで,合 併会計 を規制するための諸基準が制定 されたなかで,当
時 どのような合併会計実務が展開されていたのか瞥見する。なお,前 者 に関 して既に優れた先
行の研究があるが,ア メリカ合衆国で展開 されてきた合併会計規制ならびに規制のなかで実践
された合併会計実務の全体像を捉える意味で敢 えて上記のような課題 を設定 した。
II会 計研究公報(ARB)の 合併会計処理基準
既述 した よ うに,ア メ リカ合衆 国で は1950年 代 に三 つ の合併 会計基準 書 を制定 してい るが,
その うち1953年6月 に発行 された会計研 究公報(ARB)第43号 は1939年9月 か ら1953年1月 の
間 に発行 されたARBを 整理 ・統合 した ものであ る。 したが って,ARB第43号 第7章 「資本勘定」
(CapitalAccounts)C「 企業結 合」(BusinessCombinations)は若干 の字句変更 を除 け ば,内
容 的 にARB第40号 と同 じで あ るか ら,こ こではARB第40号 と同第48号 の諸 規定 を概 観す る。両
基準 書 について はいずれ も丁肋 ノ磁 ㍑α10fAccountancyに 掲載 された もの を参 照 した(第40号
⑤
は1950年10月 号,第48号 は1957年2月 号 に掲載 されて い る)。 なお,ARB第40号 の全文 はARB
第43号 第7章Cに よって,同 第48号 の全文 はAPB意 見書第16号 「企業結 合」によって いず れ も取
り替 えられ てい る。
1.会 計研究公報(ARB)第40号
ARB第40号 は全体で6つ のパ ラグラフから構成 されている。第1項 はこのステーrメ ントが
意図する ところを表明 している。一つは企業結合の二つのタイプー 持分プー リング と買収
(purchase)一 を区別すること,第 二に持分プー リングとパーチェスの各々に相応 しい会計処
理の性格を示すことを表明する。第2,第3項 は持分プー リングとパーチェスとを識別する基
準を,第4,第5項 はパーチェス方式 と持分プー リング方式による会計処理 を,第6項 は存続
会社の表示資本金総計が合併当事会社の表示資本金総計 と合致 しない場合 における差異額の処
理法 を規定 している。
(1)持分プー リングとパーチェス との識別規準
第1項 で,二 つ以上の会社が結合するとき,そ れを処理するための会計方法は,以 前からの
所有権(ownership)が 継承 され るのか,そ れ とも新たな所有権が形成 され るのかによって違っ
て くると指摘する。 したがって,企 業合併の会計処理はまず合併をこれ ら二つの形態に区別す
ることから出発する。第2項,第3項 はそのための規準を定 めてお り,そ れを整理 して列挙す




①合併 当事会社の持分請求権(equityinterest;)の すべて,ま たは実質上すべてが存続会社
一 それは合併当社会社の一つであ『っても,あ るいは新たに当該合併のために新設された会社 で
あってもよい一 に存続する場合,当 該合併は持分プー リングである。
なお,第1項(注)で は 「合併 当事会社の一方における複数の所有者 によって受領される,
存続会社 に対する株式の割合が合併当事会社に対する持分に実質的に比例していない場合,新
たな所有権,つ まりパーチェスが結果 として生 じた と想定 される。」と指摘 している。 これは合
併当事会社の株主の持分が存続会社にどの程度の割合で継承 されるかが両者を識別する指標 と
なることを示 したものである。合併後の存続会社に対する持分の程度が合併当事会社に対す る
持分 と比較 して均衡を逸するほど小 さいときには,当 然のことなが ら当該合併 を持分プー リン
グとすることはできない。
②取得 された会社の所有権 の一部 または全部が消滅する場合はパーチェスである。
③合併当事会社の所有者に発行 されていた株式を消却する計画ないしその強い意志,あ るい
は結合直前 ・直後 に発生する所有権の重大な変化は,当 該合併をパーチェスと示すものである。
④所有権以外のファクター として合併当事会社の相対的規模(relativesize)お よび経営者の
継続 ないし経営者 を統制する権限の継続が指摘されている。
合併当事会社の一方が他方に比較 して規模の点で極めて小さい(quiteminor)場 合,さ らに
合併 当事会社の一方の経営者が排除されるか,存 続会社 に対す る影響力が極 めて小 さい(quite
small)ケ ースはパーチェスとして把握 され る。
なお,結 合 されるべ き事業の諸活動が類似 しているか相互補完的であるとき,他 の事情が同
じであった とすれば,当 該合併 は持分プー リングとして推定することができる。ただし,こ れ
は必ずしも決定的な条件ではな く,む しろ相乗的証拠 として採用 され るものである(ARB40,
.par.3)o
ARB第40号 において展開された基本的な識別規準 を要約すると,所 有権ないし持分の継続性
の有無,合 併 当事会社の相対的規模,経 営者の継続性の三点に絞 ることができる。ARB第40号
は,持 分プー リングとパーチェスとの区別は吸収合併(merger)や 新設合併(consolidation)
といった法的名称,配 当に利用可能な正味資産についての法的配慮な どのうちにではな く,当
該合併の付帯情況(attendantcircumstances)の うちに見 いだされるべ きであると述べている
が,上 記の識別基準はかかる態度を反映したものである。こうした識別の方法について,「米国
(6)
会計 の基本の一つである実質優先指向が,す でにここで垣間見 られる」 と評価される所以であ
る。 「経済的実質にもとづいた企業結合の会計基準」は今や国際的潮流であるが,今 日か らみれ
ば十分な合併会計基準であるとはいえないにして も,ア メリカ合衆国は当初か ら「経済的実質」
(6)同 上 書,115ペ ー ジ。
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をベー スに した基準 の制定 にあた っていた といえ る。
(2)買収方式 と持分プー リング方式
買収方式では,資 産の記録は「資産の購入を会計処理するために適用 される手続 きに従って」
行なわれる。つ まり,取 得 した資産は取得会社の帳簿に原価(cost)で 記録される。 この時の原
価 は 「貨幣ないし他の対価の公正価値(fairvalue),あ るいは取得 した財産の公正価値の,い
ずれかより証拠力のあるもので測定されたもの」(ARB40,par.4)で ある。
これに対 し,持 分プー リング方式では新たな会計責任の基礎に対する必要性は生 じない。・し
たがって,当 該方式の もとでは合併当事会社の資産の帳簿価額がそのまま存続会社に引き継が
れる。ただし,こ の場合における帳簿価額 は 「一般 に認められた会計原則に準拠 して表示され,
かつ資産 を統一の基礎上に置 く必要があるときには然るべき適切 に修正 されている」(ARB40,
par.5)こ とを要する。合併当事会社の留保利益は存続会社 に引 き継がれる.。
ここで 「新たな会計責任」が何 を意味するのか明 らかではないが,前 後関係か ら判断すると,
承継する資産(お よび負債)の 評価替を指す ものと考えられる。 したがって,持 分プー リング
方式は引き継 ぐ資産(お よび負債)の 再評価を要 しないのである。なお,こ のステー トメント
は当時の会計手続委員会委員21名(委 員長:SamuelJ.Broad)の 全員一致で採択 されたが,第
5項 については三人の委員(F.B.Andrews,W.A.Paton,C.0.Wellington)が条件を付 してい
た。その理由は,上 記 に引用 した文言が買収方式による公正価値 と誤解され る可能性があるこ
とである。
持分プー リング方式 は合併当事会社の留保利益ないし利益剰余金 を存続会社が引き継 ぐこと
を容認する。ARB第40号 はその論拠を必ず しも明確に提示 しているわけではない。敢 えてあげ
れば,持 分プー リングが 「新たな会計責任」の基礎 を生 まないことであろう。 しか しながら,
吸収合併であれ新設合併であれ,存 続会社が合併当事会社の利益剰余金を引 き継 ぐことには数
多 くの異論が提出されてきた。た とえば,ペ イ トン&リ トル トンは 『会社会計基準序説』第6
章 「剰余金」で次のように論 じている。
「会社更正または吸収合併では特別な問題が発生する。合併当事会社の利益剰余金は存続会
社の勘定 に利益剰余金 という形のままで留保されるべ きであろうかa一 般的には,否 定的な
答 えが求め られ る。 ある特定の利益剰余金はある特定の会社の利益蓄積を示す ものであり,
合同 した会社(fusedconcerns)な いし存続会社の蓄積分ではない。完全な合併は新たな企




1940,pp.106-107.中島 省 吾 訳 『会 社 会 計 基 準 序 説 』(改 訳 版)森 山 書 店,1969年,178ペ ー ジ 。
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ペイ トン&リ トル トンは,合 併 は明 らかに新たに新設された会社に等し く,新 設会社が利益
の蓄積 を表す利益剰余金 を抱 えて出発することはあ りえない話であるという。しか し,ARB第
40号 は持分プー リングの場合に利益剰余金の承継 を認めたのである。持分プー リング方式はた
とえば合併後の1株 当り利益が合併前のそれ を上回るというような見せかけの効果 を創 り出す。
さらに,「 公正価値」による評価替えを求める買収方式 と比較 して,合 併当事会社の帳簿価額の
継承 を基本的に容認する持分 プー リング方式では一般に存続会社の減価償却費や売上原価等の
コス ト節約 をもたらす。 こうした ことか ら,戦 後 アメリカ合衆国における合併会計実践では持
分プー リング方式の 「濫用」 という現象が多発することになる。これに歯止めをかけようとし
たのが,持 分プー リング方式の厳格 な適用 を要請 したAPB意 見書第16号 である。
(3)合併差額の処理
ARB第40号 は最後の第6項 で,持分プーリングにおいて存続会社の表示資本金(statedcapital)
の総計が合併当事会社の表示資本金総計 と異なる場合,そ の差異額をどの ように処理すべきか
を扱 っている。前者が後者 を超過するとき,そ の差異額は合併 当事会社の他の拠出資本(資 本
剰余金)の 総額か らまず控除され,次 いで合併当事会社の留保利益(利 益剰余金)総 額か ら控
除される。逆に,前 者が下回るとき,そ の差異額 は存続会社の貸借対照表に資本剰余金 として
計上される。 これは表示資本金の減少によって生 まれる資本剰余金に準えたものであ り,一 般
に合併減資差益 と呼ばれる。
2.会 計研究公報(ARB)第48号
会計手続委員会はARB40号 の制定から6年 余を経過して1957年1月 にARB第43号 第7章Cの
改訂版 としてARB第48号 「企業結合」を発行 した。ARB第48号 は合併の会計処理 に関 しては同
第40号,同43号 第7章Cと 基本的に同 じであるが,持 分プー リングとパーチェス とを識別する
ための規準をより詳細に展開 した点で前の基準書 と相違する。アメリカ会計士協会(AIA:現
AICPAの 前身)ResearchDepartmentはARB第48号発行の翌月に,同 基準書の概 要 をThe
Journalo}Accountancyに おいて解説 している。その中でARB48号 発行の理由について,合 併
形態の識別規準を略述 したのち以下のように語っている。 この文言から,同 基準書が持分プー
リング適用の範囲を拡大しようと企図した ことが分かる。
「過去数年間に発生 した企業結合の多 くは持分プーリング として処理されてきた。 しかしな
が ら,第43号 第7章Cの 諸規定は,結 合の会計処理にあたってきた多 くの人々の意見では,





さて,ARB第48号 は全体で12の 項からなる。第1項 は同基準書の意図するところを,第2項 は
合併 の形態を識別する際に考慮すべ きこと一 すなわち付帯情況 一 を指摘 している。 いずれ
もこれ らは第40号 と同じである。企業合併の会計処理である持分プー リング方式 と買収方式に
関しては第8,9項 で,合 併差額 については第11項 で論 じられているが,内 容 は改訂前 と同様
である。第12項 は,企 業結合前後の比較可能性 を高めるために結合前の合併当事会社の営業活
動についての合算計算書(combinedstatements)の 作成 を要請 している。 これはARB43号 第
7章Cに 第7項 として追加されていたが,第48号 はこれにより詳 しい説明を加 えた。
第48号 がそれ以前の基準書 と異なる点は持分プー リングとパーチェス との識別規準である。
第5項 から第7項 で識別基準 を取 り上げている。
①合併当事会社の所有者によって受領 される株式の割合が合併前の当事会社 に対する持分と
実質的に比例 していない場合,新 たな所有権ないしパーチェスが結果 として生 じた と想定され
る(こ の部分 は第40号 では第1項 の注に置かれていた)。
②優先株式 または負債証券の発行によって相対的議決権が大きく変化した場合,パ ーチェス
とみなされる(追 加事項)。
③合併当事会社の所有者に発行 されていた株式の相当部分 を消却する計画 またはそうする強
い意図,あ るいは結合直前 ・直後 に生 じた所有権の大 きな変動は当該結合がパーチェスである
,こ とを示す傾向がある。
④持分プー リング概念の基礎に横たわる仮定は,合 併当事会社のすべてが一つの企業 とし継
続することであるか ら,あ る合併当事会社の事業の大部分が廃棄された り売却 され ることは当
該結合を持分プー リング と考えることを妨げる(追 加事項)。
⑤合併によって合併当事会社の経営者が排除されるかその影響力が極 めて小 さいとき,当 結
合はパーチェスである。
⑥合併当事会社の相対的規模は必ず しも決定的なものではないが,合 併当事会社の一つが明
らかに支配的(dOlninant)で ある場合,当 該合併取引はパーチェスであると想定で きる。たと
えば,一 方の合併当事会社の株主が結合企業の議決権 の90%か ら95%以 上を獲得す る場合には
「支配的」 となる(追 加事項)。
以上がARB第48号 の識別規準 を整理 した ものであるが,そ れは所有権,経 営者 に対す る統
制,経 営者の継承性および規模の4点 にまとめることができる。 もっともこうした規準 は 「指
(9)
針であって,規 則ではない。重点 は常に 『付帯情況』 にあるべしと語 っている」 とあるように,
これらは絶対的なものではなく,む しろ相対的な性格が強 く,必 ず しも厳格に遵守されていた
ものではなかったのである。 また,上 記の規準はいずれ もパーチェスの条件を定めてお.り,そ




指摘 されていたが,第48号 はこれ を完全に取 り除いている。これは当時進行 しっっあった経営
0①
の多角化 により,・この規準の適用が実行不可能になったことによるといわれている。
さらに,ARB第48号 で注目すべきことは,合 併当事会社間で親子関係を維持 しながら結合を
遂行で きることを認めた ことである。第40号 および第43号 第7章Cで は結合以前に分離独立 し
ていた諸事業が一つの会社で遂行 されること,し たがって諸事業の一つないし複数を子会社
(subsidiaries)と して存続 させることの可能性を禁止するということが含意 されていた。 しか
し,第48号 は税の優遇措置の維持,フ ランチャイズ ・その他の権利の保持等のために,分 離独
立 した法人が結合に際して親子関係を形成 ・維持すること,つ まり子会社化 という結合方式を
認めたのである(ARB48,par。10)。 この場合の結合 は持分プー リングとみなされる。
皿 初期合併会計基準書の課題
アメ リカ合衆国の合併会計基準 は当初か ら,同 一の取引に対 して,財 務的結果に関して長期
にわたって重大な相違 をもた らすような,二 つの選択的処理方法を容認 した ことを上で確認 し
た。一般に知 られているように,持 分 プーリング概念は,合 併当事会社間で重要な(substantive)
取引が発生 しないという前提に基礎づ けらている。そこでは合併当事会社は各々の持分所有権
を結合 し,合 併当事会社があたか も単一の企業であるかのように継続 してい くと観念されてい




独立 した財務諸表を単に合算するだけのことである。ARB40号,同43号 第7章C,同48号 はこ
うした持分プー リング概念を相互 に関連のない合併当事会社の結合に適用したのである。
持分プーリング会計の特徴は合併の上記のような見方に由来する。持分のプーリングは二つ
以上の分離独立 した所有権者集団の形式的結合に過 ぎない。それぞれが各々の持分所有権 を結
合ないしプールすることに同意 し,あ たか も「つの企業であるかの ように存続するのである。
すなわち,一 方の合併当事会社がその株式を一方の合併当事会社の発行済み株式 と交換すると
いう,持 分証券の交換(swapofequityshares)が なされているだけであり,一 方による他方
の買収 ということはない。 したがって,交 換取引は発生しておらず,資 産 と負債は各々の帳簿
価額で結合 されると仮定され るのである。「プーリングは類似する固定資産の非貨幣的交換の概
念 に相似 している。その結果 として,プ ールされた資産 と負債 は結合後 も結合前 と同じ会計の
U?
基礎 を持 つ」。結合された企業の資産 と負債の帳簿価額 は合併当事会社の各々の結合前帳簿価額
(10)Z∂'4.,p.537.




の総計に等 しく,結 合企業の株主持分の総計 も合併直前の当事会社の持分総計に等 しいのが通
常である。
買収方式は,企 業結合 を合併会社が被合併会社を購入すると仮定する。 したがってその会計
処理は資産の取得の場合 と同様 となる。被合併会社の資産は合併終了時点で確定 された原価,
すなわち結合時点における公正な市場価額で記録されることになる。 もちろん,買 収方式でも,
被合併会社の資産 と負債の公正価値 を容易に入手で きない こと,被 合併会社 の総 コス トが 「個
別資産マイナス個別負債」の公正価値総計に等 しくない場合があ り,こ の差額をたとえば暖簾
⑬
とい うような形で処理 しなければならない ことなど幾つかの問題を抱 えている。
ところで,第 一次 ・第二次の企業合同 ・合併運動期 には買収方式が広 く採用され,主 流をな
していた。しかしながら,それは当時の多 くの合併において資産の過大評価(assetovervaluations)
の遺産 ともいうべ き 「怪 しげな」(dubious)資 産,す なわち暖簾の創出を許 したのである。初
期の合併会計基準書は 「買収方式よりも持分プー リング方式の採用 を正 当化するような情況を
口⑪
叙述しようと企てた」 という指摘 もある。 もしそのような見方が正 しい とすれば,初 期 の合併




アメリカ合衆国の合併会計実務 において持分プー リング方式の選択適用は1960年 代に頂点に
達する。持分プー リング方式は結合 される資産 について再評価 を要求 しないために,買 収方式
と比較 してより有利な財務諸表を一般に作成する。つまり,減 価償却費,売 上原価等はより高
く評価 された資産 にもとづいて算定 されないこと,さ らに買収差額(暖 簾)の 償却を要 しない
ことから,プ ールされた財務諸表は買収方式のそれよりも高い利益を報告する傾向にある。し
たがって,投 資利回 りは,分 子はより高い利益水準,分 母はより低い資産ベースであるから,
買収方式に比べて相対的に大きくなるであろうと考 えられている。1960年 代 の第三次企業合併
運動期には,明 らかに子会社の買収 とみ られる結合についても持分プーリング会計が採択され,
いわば 「濫用」ともいうべ き現象を呈 したのである。APB意 見書第16号 は持分プー リング会計
の 「濫用」を抑え,同 方式適用のための厳格な条件を設 けるべ く登場す るのである。同意見書
登場の詳 しい背景 と基準の内容 については稿を改めて取 り上げたい。
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